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　　放課後児童クラブの６年生までの受入状況につ
いて、現状と今後の見通しはどうか。
　　放課後児童クラブは、市内12の全ての小学校で
開設し、対象児童を１年生から６年生で募集してい
ますが、現在、６年生まで受け入れできていない学
校が喜多小学校と平小学校の２校です。しかしなが
ら、平児童クラブは移転等により受入定員の増加を
図っていますので、10月以降は喜多小学校の１校と
なる見込みです。
　各学年の現在の受入れ人数は、６月１日現在、１
年生148人、２年生117人、３年生62人、４年生23
人、５年生８人、６年生４人の合計362人を受け入
れています。
　今後も待機児童の解消と保育環境の整備を進める
こととしており、喜多小学校についても、現在、教
育委員会事務局と学校で調整、検討を始めていま
す。空き教室等の確保や支援員の確保など様々な課
題もあります
が、一つ一つ課
題の解決を図り
ながら、可能な
限り早期に実施
できるよう努め
ます。

　　今後も安定的な経営ができる循環型農業を構築
すべきと思うがいかがか。
　　本市は県内有数の畜産業が盛んな地域で、畜産
事業者から排出されるものを堆肥として農家が活用
する循環型農業の体制構築は、農業を推進するため
に不可欠な要素と考えています。
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　現在は、畜産農家の環境保全対策と耕種農家の土
壌改善を目的に、国と市が支援をして設立した「Ｊ
Ａ愛媛たいきアメニセンター」において、畜産事業
者から排出される牛糞、豚糞、鶏糞を年間約2,800
トン受け入れ、年間1,728トンの堆肥を製造し、農
家へ販売しています。
　このアメニセンターを利用していない畜産事業者
も、事業者自ら堆肥化し、自家利用や販売あるいは
堆肥を製造・販売する事業者へ譲渡しています。ま
た、市内には公共下水道処理施設から発生する脱水
汚泥を肥料化している企業もあります。これらのこ
とから、本市でも、循環型農業の体制は順調に推進
されていると考えています。

　　地域自治組織再編における地区公民館のコミュ
ニティセンター化において、配置される職員数に地
域差があるのはなぜか。
　　地域自治の推進は、これまでも身近な課題解決
のために、地域が自ら活動するという取組を関係者
と進めてきましたが、自治会で雇用できる職員がい
ないうえに、役員がボランティアで活動を支えてい
る状況から、自立した活動につながっていない状況
も見受けられていました。そこで、自治会が施設の
管理や学び事業をはじめとする市との協働事業に取
り組むことにより、職員を雇用し、自主事業を進め
ていくことができる仕組みをコミュニティセンター
化として提案させていただきました。
　職員体制については、各地区で施設の利用状況や
取組事業など大きく異なっているため、コミュニ
ティセンター化を進めるにあたり、まずは、現在の
事業を継続して実施できる体制を維持することに主
眼を置いて職員数を決定しましたので、現在の職員
数に0.5ないし１人追加する提案となっています。
　なお、センター長及びセンター職員は施設管理が
主な職務となり、事務を補佐する集落支援員は自治
会業務をはじめ、市との協働による取組等を担って
いくことを想定していますが、将来的には指定管理
者制度の導入によって、一体的に業務を遂行できる
ことが可能となるため、自立に向けた体制整備につ
ながることを期待しています。
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